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水 道 事 業 会 計 
 

予 算 に 関 す る 説 明 書 



収  入

千円

1,308,110

 １ 受取利息及び

    配   当   金

 ５ 消費税及び地方

　  消　費　税　還　付　金

１ 過 年 度 損 益

   修    正    益

  令和２年度鳥羽市水道事業会計予算実施計画
                       収益的収入及び支出 

１ 水道事業収益

1,162,914

備 考

３ 特 別 利 益 10

 ４ 長期前受金戻入 126,447

 ２ 他会計補助金

１ 営 業 収 益 1,164,304

３ その他営業収益 1,390

１ 給  水  収  益

款 項 目 予 定 額

10

143,796

523

２ 営 業 外 収 益

1,044

15,682

 ３ 雑   収   益 100
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支  出

千円

1,155,270

１ 支 払 利 息 及 び

   企業債取扱諸費

１ 過 年 度 損 益

   修    正    損

 ２ 過 年 度 給 水

    収 益 返 還 金

３ 雑　　支　　出

61,076

１ 予    備    費

４ 予   備   費

３ 特 別 損 失

5,000

1,000

2,000

5,000

1,000

２ 営 業 外 費 用

６ 神 島 水 道 費 6,479

７ 答 志 島 水 道 費 14,270

８ 菅 島 水 道 費 5,395

35,711

327,061

31,186

備 考

 １ 営 業 費 用

１ 原水及び浄水費

２ 配水及び給水費

５ 総    係    費

９ 減 価 償 却 費

４ 業　　務　　費

113,795

53,845

款 項 目 予 定 額

１ 水道事業費用

4,525

1,112,559

468,214

62,424

10 資 産 減 耗 費
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収  入

千円

549,600

支  出

千円

1,028,400

１ 配 水 及 び
給 水 施 設 費

9,066

５ 国 庫 補 助 金 280,000

１ 国 庫 補 助 金 280,000

 １ 建 設 改 良 費 898,146

 ３ 投        資 9

１ 基 金 9

 ２ 企業債償還金 130,245

１ 企 業 債 償 還 金 130,245

款 項 目 予 定 額

889,080

２固定資産購入費

備 考

１ 資本的支出

２ 他 会 計 負 担 金 4,424

６ 他会計補助金 26,926

１ 他 会 計 補 助 金 26,926

４ 県 補 助 金 30,750

１ 県 補 助 金 30,750

１ 分 担 金 1,500

３ 負  担  金 10,424

１ 工 事 負 担 金 6,000

１ 資本的収入

１ 企　業　債 200,000

１ 企 業 債 200,000

２ 分  担  金 1,500

款 項 目 予 定 額 備 考

資本的収入及び支出
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（間接法による）

１.営業活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

２.投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入 0

令和２年度鳥羽市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

(令和２年４月１日～令和３年３月３１日まで)

当期純利益 102,419

減価償却費 327,061

(単位:千円)

引当金の増加（減少△） 3,148

固定資産除却費・売却損 61,076

長期前受金戻入 △ 126,447

固定資産の取得による支出 △ 816,649

営業活動による資産及び負債の増減

収益に関する項目 178

費用に関する項目 △ 1,572

その他に関する項目 △ 1,105

    小計 364,758

360,756

△ 4,525

523

固定資産の売却による収入 0

国・県補助金等の収入 310,750

0

国・県補助金等の返還 0

一般会計からの繰入 26,926

工事負担金等収入 6,818

投資支出 △ 9

△ 472,164

３.財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 200,000

投資活動によるキャッシュ・フロー

企業債の返済による支出 △ 130,245

リース債務の支払 0

69,755財務活動によるキャッシュ・フロー

資金の期末残高 2,176,802

資金の増加（△減少）額 △ 41,653

資金の期首残高 2,218,455
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（１） 総  括

　ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。　手当には児童手当を含まない。

0

合　　　計 1 (　) 200 △ 1,262 △ 1,062 133 △ 929

△ 1,062 133 △ 929

資本勘定支弁職員 0 (　) 0 0 0 0
比
　
較

損益勘定支弁職員 1 (　) 200 △ 1,262

0

合　　　計 9 (　) 35,624 23,917 59,541 11,617 71,158

59,541 11,617 71,158

資本勘定支弁職員 0 (　) 0 0 0 0
前
年
度

損益勘定支弁職員 9 (　) 35,624 23,917

0

合　　　計 10 (　) 35,824 22,655 58,479 11,750 70,229

58,479 11,750 70,229

資本勘定支弁職員 0 (　) 0 0 0 0
本
年
度

損益勘定支弁職員 10 (　) 35,824 22,655

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

給　　　与　　　費 法  　 定
福 利 費

合 　　計
給　　料 手　　当 計

職員数

(　)

(人) 

0.25

14

本
年
度

資本勘定支弁職員

合　　　計

13.75損益勘定支弁職員

前
年
度

0 (　)

23,917

43,189

13

25,325

1,4087,565

(千円) (千円) 

1,395

8,973

比
　
較

損益勘定支弁職員

(　)

(　)

(　)

給　与　費　明　細　書

 ※（　）内は、短時間職員であり、外書きである。　手当には児童手当を含まない。

区　　　　　分

458

(千円) 

0

35,624

合　　　計 5 (　)

損益勘定支弁職員 9

4.75 (　)

資本勘定支弁職員

7,107

資本勘定支弁職員 0.25 (　)

区　　　　　分

35,624合　　　計 9 (　)

職員数

合 　　計

0

給　　　与　　　費

給　　料 手　　当 計

法  　 定
福 利 費

25,31242,731

458

0

1,785

74

1,711

11,617

13

0

23,917

471

8,502

59,541

(千円) (千円) 

74

13,328

59,541

10,758

545

10,213

71,158

0

471 545

68,043

71,158

81,916

81,371

11,617

13,40268,514

手 当

の 内 訳

区　分
扶養手当

期末勤勉
手  　　当

時  間  外
勤務手当

通勤手当

本年度 1,432 17,153 1,793

管  理  職
手       当

管理職員
特別勤務
手　　  当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

27

前年度 1,992 15,678 1,474 1,007 623 27

△ 560 1,475 319 402 0

1,409 623

0

区　分
住居手当

夜間勤務
手　　　当

退職給付費
備　　　　　　　　考

(千円) (千円) (千円) 

比　較

本年度 411 0 2,477

前年度 324 0 2,792

比　較 87 0 △ 315
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※（　）内は、勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員であり、

545

合　　　計 4 (　)

　外書きである。

11,6877,365 2,670 10,035

9,564 1,578 11,142

74

　イ　会計年度任用職員

13 471458

1,652

比
　
較

損益勘定支弁職員 3.75 (　) 6,907 2,657

資本勘定支弁職員 0.25 (　)

0

合　　　計 0 (　) 0 0 0 0 0

0 0 0

資本勘定支弁職員 0 (　) 0 0 0 0
前
年
度

損益勘定支弁職員 0 (　) 0 0

545

合　　　計 4 (　) 7,365 2,670 10,035 1,652 11,687

9,564 1,578 11,142

資本勘定支弁職員 0.25 (　) 458 13 471 74

(千円) (千円) (千円) (千円) 

本
年
度

損益勘定支弁職員 3.75 (　) 6,907 2,657

区　　　　　分
職員数

給　　　与　　　費 法  　 定
福 利 費

合 　　計
給　　料 手　　当 計

(人) (千円) 

621

(千円) 

2,049比　較

0

区　分

本年度

手 当

の 内 訳

前年度

通勤手当

0 0

0

0

備　　　　　考

(千円) 

夜間勤務
手　　　当

02,049

(千円) 

期末勤勉
手　　　当

0

621 0

手 当

の 内 訳

区　分
扶養手当

期末勤勉
手  　　当

時  間  外
勤務手当

通勤手当
管  理  職
手       当

管理職員
特別勤務
手　　  当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

本年度 1,432 15,104 1,793 788 623

前年度 1,992 15,678 1,474 1,007 623

△ 560 △ 574 319 △ 219 0

27

27

0

区　分
住居手当

夜間勤務
手　　　当

退職給付費
備　　　　　　　　考

(千円) (千円) (千円) 

比　較

本年度 411 0 2,477

前年度 324 0 2,792

比　較 87 0 △ 315

時　間　外
勤務手当

(千円) 
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（２） 給料及び職員手当等・退職給与金の増減額の明細

（３） 給料及び手当等の状況

（ア）  職員一人当たり給与額

（イ）  初任給

（ウ）  級別職員数

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　) (　) (　)

1,408
そ の 他 の 増 減 分

14.3

計

1

手　　　 当

42.8

級

平 均 年 齢

(円)

(円)

135,100

１　級

45歳1月

1

364,229

14.3

150,600

1

区　　　　　分

技能労務職　 (円)

級

２　級

182,200

令和2年1月1日現在

14.3 ２　級

56歳5月

平 均 年 齢

１　級

(円)

182,200

職員数　(人)

386,182

100.0

1

7

3

計100.0

100.0

１　級

14.3

14.3

４　級

1

２　級 1

3

14.3

６　級 1

５　級

６　級

５　級

平成31年１月１日現在

３　級

区　　　分

１　級

高　 校　 卒

大　 学　 卒

7

14.3

技能労務職　 (円)行　政　職 　(円)

(千円) 

平均昇給率  1.10％7,565

区　　分

区　　　　　　　　　　　　　　　分

給与改定に伴う増減分

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

給　　　  料

行　　政　　職

7,173

制度改正に伴う増減分

説　　　　明

令和2年1月1日現在

平成31年１月１日現在

計

 ※ （  ） 内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

373,774

135,100

計

構成比　(％)構成比　(％)

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

３　級

55歳5月

2 100.0

２　級

44歳1月

技　　能　　労　　務　　職行　　　　政　　　　職

職員数　(人)

2 100.0

14.31

４　級

320,271

行　政　職 　(円)

359,850

42.8

一　般　会　計　の　制　度

150,600

100.0

2

2

361,800

平 均 給 与 月 額

323,957

技 能 労 務 職

職員構成の変動（会計間の異動等）による減、
及び会計年度任用職員制度導入による増

392

平 均 給 料 月 額

367,150(円)

1,408
職員構成の変動（会計間の異動等）による減、
及び会計年度任用職員制度導入による増

(千円) 

普通昇給に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分
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（エ）  級別の標準的な職務内容

（オ）  期末勤勉手当

（カ）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（キ）  その他の手当

区　　  分

行　　 政　 　職

１　級

主　 　 査

事 務 職 員

(1.175)前　　  年　　  度

１２月    (月分)

2.250

係　 　 長

2.275

(1.175)

2.225

支  給  期  別  支  給  率

本　　  年　　  度

区　　 　　 　分

技 術 職 員

2.250

６ 月    (月分)

(1.175)

(2.35)

有

副　　参　　事

係　  　長

主　  　査

支給率合計 (月分)
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

4.50

24.586875

24.586875

33.27075

47.70947.709

　　　　　　　　 (月分)

47.709

２０年勤続の者

　　　　　　　　 (月分)

 ※ （  ） 内は、再任用職員に係る支給割合である。

一般会計の制度 4.50

最 高 限 度 額

2.250 (1.175) 2.250 有

住　居　手　当

区　　　　分

扶　養　手　当

その他の加算措置等

( 2 ％ ～ 20 ％)

定年前早期退職特例措置
( 2 ％ ～ 20 ％)

定年前早期退職特例措置
支　 給　 率 　等

区　　　　分
２５年勤続の者

　　　　　　　　 (月分)

通　勤　手　当 同　　　　じ

同　　　　じ

33.27075

一般会計の制度との異同

同　　　　じ

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

課　　　　   長

　　　　　　　　 (月分)

47.709

(1.175) (2.35)

(2.35) 有

３５年勤続の者

(1.175)

4.50

課長補佐

４　級 ５　級２　級 ６　級３　級
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期  間 金  額 期  間 金  額
損益勘定
留保資金

企業債
国・県
補助金

建設改良
積 立 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

岩 倉 水 源 地 等

管 理 業 務

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

水 道 料 金 等

徴 収 業 務 － －

－ － －

281,876
平成２８年度から
令和　元年度まで

132,682
令和　２年度から
令和　４年度まで

149,194 281,876 －

359,625
平成２８年度から
令和　元年度まで

198,250
令和　２年度から
令和　３年度まで

161,375 359,625

債務負担行為に関する調書

事  項 限度額

前年度末までの
支払義務発生
見　 込   額

当該年度以降の
支払業務発生
予   定   額

左の財源内訳
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（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1)

イ 445,098

ロ 971,554

467,137 504,417

ハ 14,092,891

7,452,439 6,640,452

ニ 2,214,681

1,132,481 1,082,200

ホ 8,930

3,085 5,845

ヘ 28,651

22,484 6,167

ト 75,056

8,759,235

(2)

イ 216

ロ 13,184

ハ 0

13,400

(3)

イ 0

ロ 9,934

ハ 14,231

ニ △ 14,231

9,934

8,782,569

2

(1)

イ 15

ロ 2,176,787

2,176,802

(2) 168,694

△ 23,985 144,709

(3) 16,169

(4) 0

(5) 1,000

2,338,680

11,121,249

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産

令和２年度鳥羽市水道事業予定貸借対照表 （消費税抜き）

施 設 利 用 権

（令和３年３月３１日）

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

貸 倒 引 当 金

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

基 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金 合 計

現 金

預 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産
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3

(1) 1,161,532

(2) 0

(3) 0

(4) 72,614

1,234,146

4

(1) 0

(2) 153,008

(3) 0

(4) 51,389

(5) 0

(6)

イ 5,609

ロ 1,031

6,640

(7) 1,025

212,062

5

(1) 6,485,405

(2) △ 2,873,715

3,611,690

5,057,898

6

(1) 3,620,402

3,620,402

7

(1)

イ 210,261

ロ 58,753

ハ 167,340

ニ 42,023

478,377

(2)

イ 630,205

ロ 921,704

ハ 102,419

ニ 0

ホ 310,244

1,964,572

2,442,949

6,063,351

11,121,249

引 当 金 合 計

長期前受金収益化累計額

リ ー ス 債 務

引 当 金

他 会 計 借 入 金

繰 延 収 益 合 計

賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

法 定 福 利 費 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

前 受 金

企 業 債

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

県 補 助 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

未処分利益剰余金変動額

- 15 -



（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1) 1,062,590

(2) 0

(3) 1,360 1,063,950

2

(1) 412,845

(2) 100,808

(3) 0

(4) 56,602

(5) 47,033

(6) 6,100

(7) 12,393

(8) 4,317

(9) 372,330

(10) 9,968 1,022,396

41,554

3

(1) 532

(2) 16,975

(3) 201

(4) 143,767 161,475

4

(1) 22,365

(2) 5,866 28,231

5

(1) 5,000 5,000 128,244

169,798

6

(1) 9

(2) 0

(3) 0

(4) 0 9

7

(1) 1,000

(2) 909

(3) 0 1,909 △ 1,900

167,898

0

189,535

357,433

業 務 費

神 島 水 道 費

答 志 島 水 道 費

受 託 工 事 費

令和元年度鳥羽市水道事業予定損益計算書 (消費税抜き)

営 業 収 益

給 水 収 益

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

そ の 他 営 業 収 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

菅 島 水 道 費

受 託 工 事 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

予 備 費

長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出

予 備 費

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 益

前年度繰越利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損
過 年 度 分 給 水 収 益
返 還 金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 特 別 損 失

－ 16 －



（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1)

イ 445,098

ロ 971,554

447,538 524,016

ハ 13,561,690

7,707,544 5,854,146

ニ 2,189,640

1,060,715 1,128,925

ホ 3,748

2,795 953

ヘ 26,560

22,259 4,301

ト 371,607

8,329,046

(2)

イ 216

ロ 14,861

ハ 0

15,077

(3)

イ 0

ロ 9,925

ハ 14,231

ニ △ 14,231

9,925

8,354,048

2

(1)

イ 15

ロ 2,218,440

2,218,455

(2) 164,113

△ 23,650 140,463

(3) 11,063

(4) 0

(5) 1,000

2,370,981

10,725,029

令和元年度鳥羽市水道事業予定貸借対照表 （消費税抜き）

施 設 利 用 権

（令和２年３月３１日）

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 資 産

投 資

減 価 償 却 累 計 額

投 資 有 価 証 券

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

基 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金 合 計

現 金

預 金

投 資 合 計

貸 倒 引 当 金

破 産 更 生 債 権 等

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

- 17 -



3

(1) 1,114,540

(2) 0

(3) 0

(4) 70,137

1,184,677

4

(1) 0

(2) 130,244

(3) 0

(4) 52,962

(5) 0

(6)

イ 4,998

ロ 971

5,969

(7) 1,025

190,200

5

(1) 6,136,487

(2) △ 2,747,268

3,389,219

4,764,096

6

(1) 3,430,868

3,430,868

7

(1)

イ 210,261

ロ 58,753

ハ 167,340

ニ 42,023

478,377

(2)

イ 692,551

ロ 1,001,704

ハ 167,898

ニ 0

ホ 189,535

2,051,688

2,530,065

5,960,933

10,725,029

負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

資 本 金

そ の 他 流 動 負 債

長期前受金収益化累計額

リ ー ス 債 務

引 当 金

資 本 の 部

他 会 計 借 入 金

リ ー ス 債 務

繰 延 収 益

企 業 債

自 己 資 本 金

法 定 福 利 費 引 当 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

賞 与 引 当 金

資 本 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

前 受 金

企 業 債

未 払 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

県 補 助 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

未処分利益剰余金変動額

繰 越 利 益 剰 余 金

- 18 -



－31－ 

 

 

Ⅰ. 重要な会計方針 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品 先入先出法による原価法。 

 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産(リース資産を除く) 

 ・減価償却の方法  定額法による 

 ・主な耐用年数 

  建物       15～50年 

  構築物      40～60年 

  機械及び装置   6～20年 

  工具器具及び備品 2～20年 

（２）無形固定資産(リース資産を除く) 

 ・減価償却の方法  定額法による 

 ・主な耐用年数 

  施設利用権    31年 

（３）リース資産 

        ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の方法による。 

 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法を採用し、当年度末における退職手当の要 

    支給見込額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

職員の期末及び勤勉手当（会計年度任用職員の期末手当を含む。）の支給に備えるため、   

当年度末における支給見込額に基づいて当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末及び勤勉手当（会計年度任用職員の期末手当を含む。）に係る法定福利費の支給に 

備えるため、当年度末における支払見込額に基づいて当年度の負担に属する額を計上している。 

  （４）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権及び貸倒懸念債権については貸倒実績率 

    により、破産更生債権等については回収可能性を検討し、現状に応じた不能見込額を計上して 

いる。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

注 記 
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Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書関連 

  重要な非資金取引 

   該当事項なし 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表上に計上されている企業債（当該年度末の翌日から起算して 1年以内に償還される 

予定のものも含む。）のうち、繰出基準に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は、 

75,110,694円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

 （１）賞与引当金の取崩し 

令和 2年度において、夏期賞与に係る前年度負担分として 4,998,000円を取崩す見込である。 

 （２）法定福利費引当金の取崩し 

    令和 2年度において、夏期賞与に係る法定福利費の前年度負担分として 971,000円を取崩す 

   見込である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

 １ 報告セグメントの概要及び事業内容 

   鳥羽市水道事業では、市内全域において、同一水系による事業運営を行い、１セグメントと 

していることから記載を省略している。 

 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース取引の処理方法 

   リース料総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る 

方法に準じた会計処理を行う。 

 ２ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会 

  計処理を行う。 

 

Ⅵ. 重要な後発事象 

昭和 54年に布設した答志島神島間海底送水管が経年劣化していることから、令和元年度より 2年間

にわたり布設工事を行い令和 2年度に完成する予定であることから、令和 2年度予定貸借対照表におけ

る資産の部（固定資産：有形固定資産）へ、答志島神島間海底送水管布設に係る積算及び測量設計、工

事により得た資産を計上している。 

 


